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研究要旨 

本研究の目的は、1）PDCA サイクルに沿った通いの場等の取組の短期的及び中期的効果を、

参加群と非参加群の比較から明らかにすること、2）申請者らが令和2年度老人保健健康増進等

事業において提案した「PDCAサイクルに沿って通いの場等の取組を評価する枠組み（以下、

本枠組み）」の適用可能性を検証すること、3）上記の結果を基に「PDCA サイクルに沿った

介護予防の取組を推進するための自治体向け手引き」を作成すること、である。 

令和4年度は、目的1）の通いの場への参加による短期的効果の検証のため、令和3年度に実

施した2つの自治体（東京都八王子市、豊島区）でのベースライン調査の有効回答者を対象に、

郵送による1年後追跡調査を実施した【研究1・2】。また、通いの場の介護予防効果のメカニズ

ムを明らかにするため、日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study，

JAGES）に関わる研究者のワーキンググループが文献レビューを行った【研究3】。さらに、

目的2）及び3）を達成するため、「通いの場等の取組を評価する枠組み」および「PDCAサイ

クルに沿った通いの場の取組を推進するための自治体向け手引き」を完成させ、八王子市およ

び豊島区を含む51自治体の介護予防事業担当者から、PDCAサイクルに沿った通いの場の取組

の実施状況について回答を得た【研究4】。 

八王子市では多様な通いの場（広義の通いの場）づくりを、豊島区では介護予防のための通

いの場（狭義の通いの場）づくりを、それぞれ戦略的に推進しており、通いの場の短期的効果

も自治体間で異なる傾向がみられた。【研究1】八王子市の有効回答者23,151名のデータを解

析した結果、狭義／広義に関わらず、通いの場参加による短期的効果として、食の多様性や毎

日の外出者割合への好影響が確認された。また、広義の通いの場参加では、精神的健康にも好

影響がもたらされることが示された。【研究2】豊島区の有効回答者4,123名のデータを解析し

た結果、狭義の通いの場参加群では、非参加群よりもフレイルの割合が有意に低減した。広義

の通いの場参加群では、外出者割合のみに好影響が確認された。【研究3】文献レビューの結果、

通いの場参加による身体・認知・心理面の維持・向上、社会的相互作用を通じ、介護予防効果が

もたらされていることが示唆された。【研究4】自治体の様々な実情を考慮した評価の枠組みと、

通いの場等の取組をPDCAサイクルに沿って推進するための手引きが作成された。 

今後は、全国の自治体における本枠組みの採用度や適切性、持続可能性等について、さらに検

証していく必要がある。また、自治体への広報や職員向け研修等を通して、PDCAサイクルに沿っ

た取組が全国で一層推進されるよう支援していく必要がある。 
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Ａ．研究目的 
通いの場等への参加が、その後のフレイル・要

介護・認知機能低下の予防に効果的であること
が明らかとなりつつある1~5)。「2020年度保険者
機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金」制度では、このような介護予防の取組
の抜本的強化が図られており、PDCAサイクル
に沿った効果的・効率的な事業展開が自治体の
努力義務とされている。しかし、C（評価）に相
当する「総合事業実施効果の点検・評価」をおこ
なっている自治体は30.4%にとどまるなど6)、現
状ではPDCAサイクルに沿った取組が十分に推
進されているとはいえない。 

研究代表者の藤原と研究分担者の荒井、近藤、
山田は、「一般介護予防事業等の推進方策に関
する検討会」6)の構成員として、PDCAサイクル
に沿った取組の推進方策や評価のあり方ついて
議論してきた。また、令和2年度老人保健健康増
進等事業「通いの場の効果検証に関する調査研
究事業」（以下、老健事業）では、他の研究分担
者らとともに、上記検討会での議論を踏まえて
「通いの場等の取組を評価する枠組み（以下、
本枠組み）」を提案してきた7)。本枠組みは、東
京都健康長寿医療センターと日本老年学的評価
研究（Japan Gerontological Evaluation Study, 

JAGES）等によるアウトカム指標をさらに包括
的なものとし、プロセス・アウトプット指標を
加えたものである。しかし、本枠組みの適用可
能性（実際に通いの場等の取組の評価に適用可
能か）については未だ検討できておらず、課題
として残されている。 

これらの背景と実績をもとに、本研究では以
下3点の達成を目的とした。 

1）PDCA サイクルに沿った通いの場等の取
り組みの短期的及び中期的効果を、参加群と非
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参加群の比較から明らかにすること。 

2）申請者らが令和2年度老健事業で提案した
本枠組みの適用可能性を検証すること。 

3）上記の結果を基に「PDCA サイクルに沿っ
た介護予防の取り組みを推進するための自治体
向け手引き」を作成すること。 

令和4年度は、1）に関して、東京都八王子市・
豊島区のベースライン調査有効回答者を対象と
して1年後追跡調査を実施し、通いの場の参加に
よる短期的効果を明らかにすることとした。ま
た、通いの場の介護予防効果のメカニズムを明
らかにするため、JAGESに関わる研究者のワー
キンググループが文献レビューを行った。2）及
び3）に関しては、「通いの場等の取組を評価す
る枠組み」および「PDCAサイクルに沿った通い
の場の取組を推進するための自治体向け手引き」
を完成させた。 

 

Ｂ．研究方法 
【研究1】通いの場の参加による短期的効果の検
証：東京都八王子市の高齢者を対象とした1年後
追跡調査から 

（担当：清野 諭・山下真里・森 裕樹・服部真
治・藤原佳典） 

 

 東京都八王子市の75歳以上男女のうち、令和
3年度（2021年）に実施したベースライン調査の
有効回答者31,124名を対象として、郵送自記式
による1年後追跡調査を実施した。調査票を回収
できた24,316名（回収率78.1%）のうち、有効回
答と同意が得られた者は23,151名（有効回収率
74.4%）であった。 

 

【研究2】通いの場の参加による短期的効果の検
証：東京都豊島区の高齢者を対象とした1年後追
跡調査から 

（担当：横山友里・清野 諭・藤原佳典） 

 

東京都豊島区の65-84歳男女のうち、令和3年
度（2021年）に実施したベースライン調査の有
効回答者5,576名を対象として、郵送自記式によ
る1年後追跡調査を実施した。調査票を回収でき
た4,179名（回収率77.5%）のうち、有効回答者
は4,123名（有効回収率76.4%）であった。 

 

【研究3】通いの場の介護予防効果のメカニズム
に関する文献レビュー 

（担当：近藤克則） 

 

JAGESに関わる研究者のワーキンググルー
プが文献レビューを行った。文献レビューの対
象とする通いの場としては、1）原著論文、2）
日本の高齢者を対象、3）主に自治体の介護予防
部局が後方支援する定期的に開催されている住
民主体の取組、いわゆる狭義の通いの場と定義
した。介護予防事業のロジックモデルやJAGES

の通いの場に関する先行研究レビューを基に、
文献レビューを行う上での通いの場参加から健
康・well-beingに至るメカニズムを心理面、認知
面、身体面、栄養面、社会面の5つに分類した。 

検索エンジンは、日本語は医中誌Web、英語
はPubMedを用いた。最終的に対象となった文
献の書誌情報、フィールド、対照群の有無、分析
対象者数、研究デザイン（横断、縦断）・分析レ
ベル（個人、地域）、観察（追跡）期間、結果の
サマリーをエビデンステーブルにまとめた。 

 

【研究4】「PDCAサイクルに沿った通いの場の
取組を推進するための自治体向け手引き」の作
成 

（担当：野藤 悠・清野 諭・植田拓也・倉岡正
高・森 裕樹・根本裕太・小宮山恵美・北村明彦・
山田 実・荒井秀典・藤原佳典） 

 

令和3年度に改良した「通いの場等の取り組み
を評価する枠組み」について、編集者との議論
を経て構成や文言を修正し、手引きを作成した。
本枠組みの通称として、通いの場等の取組を推
進する上での各局面の英訳下線部（理解：
Comprehension、調査・計画：Research and 

Plan 、 体 制 ・ 連 携 ： Team Building and 

Collaboration、実施：Implementation、評価：
Evaluation、調整・改善：Adjustment of Plans 

and Processes）を並び替え、ACT-RECIPE（ア
クトレシピ）を用いることとした。 

適用可能性とPDCAサイクルに沿った通いの
場の取組の実施状況を検討するため、本研究フ
ィールドである東京都八王子市および豊島区を
含む51自治体の介護予防事業担当者から、ACT-

RECIPEの各項目について回答を得た。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京都健康長寿医療センター研究
所、国立長寿医療研究センターならびに千葉大
学の研究倫理審査委員会の承認を受けて実施さ
れた。 

 

Ｃ．研究結果と考察 
【研究1】通いの場の参加による短期的効果の検
証：東京都八王子市の高齢者を対象とした1年後
追跡調査から 

（担当：清野 諭・山下真里・森 裕樹・服部
真治・藤原佳典） 

 

介護予防のための通いの場（狭義の通いの場）
／すべてのタイプの通いの場（広義の通いの場）
に関わらず、通いの場参加による短期的効果と
して、食の多様性や外出に好影響がもたらされ
ることが示された。加えて、広義の通いの場参加
では、中期アウトカムのひとつとして位置づけ
た精神的健康得点にも好影響がみられた。これ
らの結果は、「通いの場等の効果評価のロジック
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モデル」7)において想定された短期的効果が実際
に確認できたことを示すものである。 
一方で、広義の通いの場の分析結果では、週1

回以上の運動習慣者割合と近隣への信頼感が、
非参加群においてより大きく向上していた。コ
ロナ禍では、多くの通いの場が活動を自粛／制
限したが、一人で運動を継続できた高齢者も多
くいたことが考えられる。また、コロナ禍で活動
を継続した通いの場においても、友人や家族等
から参加を中断するよう要請されたケースもあ
った可能性がある。これらが、運動習慣や近隣へ
の信頼感への結果に影響したかもしれない。 

 

【研究2】通いの場の参加による短期的効果の検
証：東京都豊島区の高齢者を対象とした1年後追
跡調査から 

（担当：横山友里・清野 諭・藤原佳典） 

 

狭義の通いの場参加者では、非参加者よりも
フレイルの割合が有意に低減した。加えて、サ
ブグループ解析の結果、有意ではないものの、
その低減程度は参加中断群、新規参加群、参加
継続群の順に大きい傾向にあった。本研究は、1

年間という短期間の追跡調査に基づくものであ
るが、介護予防を目的とした通いの場への参加
がフレイルの低減につながることを示した重要
な知見と考えられる。 

一方、広義の通いの場の分析では、毎日の外出
者割合が非参加群よりも有意に向上したものの、
フレイルの割合の変化には有意な群間差がみら
れなかった。1年という短期間でフレイルの低減
効果を得るには、通いの場の内容をある程度介
護予防を主目的としたプログラムで構成する必
要があるのかもしれない。 

今後、検証すべき課題として、狭義の通いの場
の分析において、短期アウトカム指標に有意な
向上がみらなかった点が挙げられる。豊島区の
狭義の通いの場には、社会経済状態が比較的低
く、フレイル状態にある高齢者が多く参加する
傾向にあったため、各アウトカム指標の向上を
図るというよりは、維持を図ることが重要な目
的の1つとなるかもしれない。 

 

【研究3】通いの場の介護予防効果のメカニズム
に関する文献レビュー 

（担当：近藤克則） 

 

通いの場の介護予防効果のメカニズムを明ら
かにするために、心理面、認知面、身体面、栄養
面、社会面の5つの側面より文献レビューを実施
した。その結果、通いの場のメカニズムに関す
る文献レビューの対象として25件8-32)が最終的
に抽出された。その結果、通いの場参加による
身体・認知・心理面の維持・向上、社会的相互作
用を通じ、介護予防効果がもたらされているこ
とが示唆された。一方、栄養面については対象

群をおいた縦断研究による検証事例が少なかっ
た。今後は自治体が対照群をおいた縦断データ
を平易に取得でき、複数の自治体のデータをプ
ールして分析可能な仕組みづくりが必要となる
と考えられる。そして、そのようにして構築し
たデータベースを用いた媒介分析などにより通
いの場から健康・Well-beingに至るメカニズム
の効果検証を進めていく必要がある。 

 

【研究4】「PDCAサイクルに沿った通いの場の
取組を推進するための自治体向け手引き」の作
成 

（担当：野藤 悠・清野 諭・植田拓也・倉岡正
高・森 裕樹・根本裕太・小宮山恵美・北村明彦・
山田 実・荒井秀典・藤原佳典） 

 

本分担研究では、「通いの場等の取組を評価す
る枠組み（ACT-RECIPE）」を完成させ、自治
体向け手引きを公表した。このACT-RECIPEの
各項目の達成状況を調査したところ、多くの自
治体で「理解」～「実施」局面までの達成度は比
較的高値を示したものの、「評価」および「調整・
改善」の局面の達成度は不十分であることが示
された。 

自治体を対象とした調査では、特に通いの場
等の取組の効果評価が進んでいない実態があら
ためて浮き彫りとなった。この理由として、評
価まではとても手が回らない自治体職員の現状
（多忙さ）や評価の必要性の認識が職種によっ
て異なる可能性なども考えられる。その他、事
業や取組の効果（因果関係）を明示するには、1）
調査ID等で個人を識別可能な調査（質問紙調査
や体力測定等）を実施していること、2）同一の
指標を用いて、経年的な調査を実施しているこ
と、3）事業の参加者と非参加者とを識別できる
こと、が必須条件となる。これらが満たされて
いないことが、評価が進まない根本的な要因で
はないかと考えられる。 

 

D．結 論 
 本研究では、八王子市と豊島区の高齢者を対
象とした1年後追跡調査を完了し、狭義／広義の
通いの場の短期的効果を明らかにした。八王子
市では多様な（広義の）通いの場づくりを、豊島
区では介護予防のための（狭義の）通いの場づく
りを、それぞれ戦略的に推進しており、通いの場
の短期的効果も自治体間で異なる傾向がみられ
た。八王子市では、狭義／広義に関わらず、通い
の場参加による短期的効果として、食の多様性
や毎日の外出者割合への好影響が確認された。
また、広義の通いの場参加では、精神的健康にも
好影響がもたらされることが示された。豊島区
では、狭義の通いの場参加群では、非参加群より
もフレイルの割合が有意に低減した。広義の通
いの場参加群では、外出者割合のみに好影響が
確認された。JAGESによる文献レビューの結果、
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通いの場参加による身体・認知・心理面の維持・
向上、社会的相互作用を通じ、介護予防効果がも
たらされていることが示唆された。これらの研
究成果を基盤として、自治体の様々な実情を考
慮した評価の枠組みと、通いの場等の取組を
PDCAサイクルに沿って推進するための手引き
が作成された。今後は、全国の自治体における本
枠組みの採用度や適切性、持続可能性等につい
てさらに検証していく必要がある。また、自治体
への広報や職員向け研修等を通して、PDCAサイ
クルに沿った取組が全国で一層推進されるよう
支援していく必要がある。 

 

E．健康危険情報 
 なし 
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